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※が付いている用語に関して、用語説明に掲載しています 

  



１ 新たな改革にあたって 

(１) 彦根市の現状と課題 

本市では、平成 8 年 3 月に「彦根市行政改革大綱」を策定して以来、時々の社会情勢や財政状況に応

じた行財政改革に取り組んでまいりました。特に「彦根市行政改革大綱(第 4 次)」では「彦根市経営改

革プログラム」を策定し、広範にわたり経営改革を推進しました。その後においても、平成 21 年 12 月

に「持続可能な財政基盤の確立に向けた今後の取組指針」を策定し、今日まで取組を続けてきたところ

です。これにより一定の効果が見られたものの、社会情勢や市民ニーズの変化等に伴い、新たな課題も

顕在化しており、これらに対する柔軟な対応が求められています。 

 

【人口減少や少子高齢化の進行】 

 日本においては、すでに人口減少社会に突入する中、本市においても、今後人口減少が予想されてい

ます。平成 28 年 3 月策定の彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略人口ビジョンにおける人口推計に

よると、本市の人口は 2020 年では 111,916 人に対して、2040 年は 102,943 人、2060 年には 87,226 人

になると予想されています。また、人口構成の推移をみると、年少人口(０～14 歳)構成比は減少傾向と

なる一方で、老年人口(65 歳以上)構成比は増加傾向となることから、少子高齢化が進行することが考え

られます。 

 このような人口減少や少子高齢化の影響により、税収の減少や社会保障費の増加などが懸念される中

において、市民サービスを維持するため将来を見据えた行財政運営に努める必要があります。
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資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 
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本市の将来における人口推計および人口構成の推移 



 

 

【財政状況について】 

地方自治体の財政における健全化を示す健全化判断比率は、健全な数値にとどまっているものの、近

年、義務的経費である扶助費や、特別会計への繰出金が年々増加していることに加え、すでに着手して

いる大規模な建設事業である本庁舎耐震化整備事業を始めとして、これから本格的な実施段階となる国

民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会関連事業などを予定していることから、今後において歳出の

増加が見込まれている一方で、歳入に関しては大幅な増加が見込めない状況です。 

令和元年 5 月に公表された彦根市中期財政計画においては、財源不足への取組を実施しなかった場合

には、令和 3 年度以降、毎年 20 億円以上の赤字が見込まれています。将来の財政運営の健全性を確保

するために、中期財政計画において中期的な財政収支の見通しを立てた上で、収支の改善に取り組む必

要があります。 

また、地方自治体が年度間の財源調整のために設置する基金であり自治体における貯金のような役割

を果たす財政調整基金※の残高は厳しい状況にあり、今後できる限り財政調整基金に頼らない持続可能

な財政運営を目指す必要があります。

 

 

478 472

418 410 413

478 476

439 437 440

100

150

200

250

300

350

400

450

500

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

財源不足への取組を実施しなかった場合の収支見通しの推移
歳入 歳出

資料：平成 28 年 3 月策定彦根市まち・ひと・しごと創生総合戦略人口ビジョン 

 

資料：令和元年 5 月彦根市中期財政計画 
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資料：総務省 国勢調査 

 



【働き方・業務改革の推進】 

職員一人あたりの事務量が増加の一途をたどっている中、平成 29 年度当初には市長事務部局の職員

数が条例上の定数に達しました。一方で、現在の財政状況の下においては、職員数をこれ以上増やすこ

とは難しく、市民サービスの質を保つための人員を確保することは非常に厳しい状況にあります。 

このような状況において、平成 29 年度からは、働き方・業務改革をスタートさせました。職員のワ

ーク・ライフ・バランス※を重視した働きやすい職場環境を作ることで職員の就労満足度を向上させ、

そのことにより市民サービスの充実に繋げる“笑顔の好循環”を実現する取組を進めており、今後も推進

に努める必要があります。同時に事業の選択と集中や実施方法の徹底的な見直しによって業務の効率化

を図るなど市民サービスの質を維持・向上させることは喫緊の課題です。 

 

【国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会の開催】 

令和 6 年度には滋賀県で第 79 回国民スポーツ大会・第 24 回全国障害者スポーツ大会が開催される予

定です。(仮称)彦根総合運動公園が主会場となることから、周辺のハード整備としてアクセス道路など

の建設が必要になるとともに、(仮称)彦根市新市民体育センターの整備も行われます。また、両大会の

競技会開催に向けた準備にも取り組むことから、開催に向けては多くの人員も必要となりますが、職員

数を多く増やすことは困難であることから、限られた人員でこれまでの市民サービスを継続しつつ、開

催に向けた準備に取り組んでいく必要があります。 

 

(２)新たな行政改革大綱の必要性 

これらを踏まえて、行財政状況の改善に取り組むとともに、限られた経営資源を効率的・効果的に活

用し、市民サービスを維持・向上していくことを目指す行財政改革を行うため、現在の「持続可能な財

政基盤の確立に向けた今後の取組指針」を見直し、新たに令和元年度を初年度とする「彦根市行政改革

大綱(第 5 次)」を策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 



２ 改革の基本方針 

(１)大綱の位置づけ 

 彦根市行政改革大綱(第 5 次)は彦根市総合計画基本構想の実現を支えるために、彦根市が今後取り組

む行財政改革に関する基本的な考え方を示すものです。 

(２)取組期間 

この大綱の取組期間は、令和元年度から令和 5 年度までとします。 

(３)目標  

長期にわたり持続可能な行財政経営基盤を確立した上で、不断の行財政改革に取り組み、市民サービ

スの質的向上と活力あるまちづくりを実現します。 

(４)大綱の方針 

目標の実現に向けて下記の 3 点を重点事項として改革に取り組みます。 

Ⅰ 健全な財政基盤の確立 

Ⅱ 効率的・効果的な行政体制の整備 

Ⅲ 市民の参画と協働によるまちづくり 

 

Ⅰ 健全な財政基盤の確立 

 

行財政運営にあたっては、非常に厳しい財政状況を踏まえ、市全体として最適な状態を目指す全

体最適の考えのもと、経費の削減や事業の選択と集中等の財政運営の健全化に向けた取組や、民間

活力の導入、受益者負担の適正化を推進し、健全な財政基盤の確立に努めます。 

財政の健全性については、地方公共団体の財政の健全化に関する法律において、「実質赤字比率

※」、「連結実質赤字比率※」、「実質公債費比率※」、「将来負担比率※」の 4 つの比率が定めら

れており、今後も、「早期健全化基準※」や「財政再生基準※」を上回らないよう、この状況を維持

し続けます。 

また、厳しい財政運営を強いられている現状において、歳出の適切な執行と合わせて、自主財源

をより安定的に確保していく取組が重要であることから、積極的な歳入確保に努めます。 

 

 

 

４ 



Ⅱ 効率的・効果的な行政体制の整備 

 

厳しい行財政状況の中、経営資源の制約が強まってきている一方で、今後、少子高齢化等を背景

とした行政需要は確実に増加することが見込まれます。このような状況下においても市民サービス

の質の維持・向上を図るためには、事務事業を効率的・効果的に実施していく体制の整備をより一

層推進することが必要です。 

これらの状況を踏まえ、「最少の経費で最大の効果を挙げること」を求めている地方自治法の趣

旨に立ち返り、ＰＤＣＡサイクル※による事務事業の見直しや、働き方・業務改革の推進、ＩＣＴ

ツールを活用した業務プロセスの改善等を行うとともに、全職員がプロフェッショナルの自覚と常

に全体最適の考えのもとに仕事ができるよう意識改革を進め、市民サービスを向上させたうえで持

続可能な行政運営の確立に努めます。 

 

Ⅲ 市民の参画と協働によるまちづくり 

 

厳しい行財政状況の中において、複雑・多様化する行政需要に対応するためには、行政のみで施

策に取り組むのではなく、多様な主体との協働により市として最適な方策を導き出す必要がありま

す。そのために、透明性の高い行財政運営に努め、多様な主体の参画を促すことで最適な役割分担

を図ります。 

 

 

 

 

 

５ 

ⅰ 財政運営の健全化

ⅱ 民間活力の導入

ⅲ 受益者負担の適正化

ⅳ 財政指標の健全性の確保

ⅴ 歳入確保策の積極的な展開

ⅰ 持続可能な行財政運営の確立

ⅱ 市民サービス向上のための施

策の推進

行政改革大綱

彦根市総合計画

Ⅰ 健全な財政基盤の確立
Ⅱ 効率的・効果的な

行政体制の整備

ⅰ 透明性の高い行財政運営の推進

ⅱ 市民との協働による市政の推進

Ⅲ 市民の参画と協働による

まちづくり



３ 推進事項 

(１)推進項目 

改革の実現に向け、方針に基づきそれぞれの推進項目を定め、行財政改革に取り組みます。 

 

Ⅰ 健全な財政基盤の確立 

ⅰ 財政運営の健全化 

事務的経費や施設の維持管理経費などの経費については、職員一人ひとりがコスト意識を高く持

ち、節減に取り組むことはもとより、成果重視の視点から、抜本的な事業の見直しを推進し継続的な

経費節減の取組を行います。 

また、投資的経費の執行は、限られた財源の中、事業の選択と集中を行うため、延伸・変更・廃止

を検討するとともに、補助金や交付金については、行政が関わる必要性や経費負担のあり方を厳格に

評価し見直しを行います。 

公共施設の管理においては、公共施設等総合管理計画に基づき、現在の利用状況はもとより、人口

減少や少子高齢化を考慮した上で、総量の適正化に努めます。 

そのほかにも特別会計、企業会計については、中長期的視点に立って、経済性と公共性の調和のも

と効率的に事業を推進し、経営の健全化に取り組むなど、多角的な視点から彦根市にとって最適な財

政運営に努めます。 

 

ⅱ 民間活力の導入 

民間活力の導入が可能な分野において、その活用方法を積極的に検証し、民間のノウハウや技術等

を活用することにより効率的かつ効果的に事業を実施できるものは、最適な手法を用いた導入を推進

します。 

 

ⅲ 受益者負担の適正化 

各種市民サービスに係る適切な受益者負担のあり方については、サービスにかかる経費の一部を

利用者が負担することにより、利用していない方との負担の公平性・公正性を確保するという観点

から、使用料、手数料などの定期的な見直しや減免規定の見直しに努めます。 

 

 

 

６ 



ⅳ 財政指標の健全性の確保 

歳入の大幅な増加が見込めない中において、歳出に関しては今後義務的な経費の増加が避けられな

い状況にあることから、将来にわたり市民サービスを確実に提供するため、安定的な財政運営を行う

必要があります。そのため、財政状況に関して適切なマネジメントを行い、将来負担の検討や見直し

を実施します。 

 

ⅴ 歳入確保策の積極的な展開 

 自主財源の安定的な確保は持続可能な行財政運営には欠かすことができません。また、市民への負

担の公平性という観点からも未収金対策に向けた取組は重要となります。このため、収納率の向上に

向けた職員の専門知識・スキルの向上を図るとともに、納付に理解のない滞納者に対しては、法的な

措置への移行を行うなど毅然とした姿勢で臨みます。 

また、新たな自主財源の確保の観点から、ネーミングライツ※やふるさと納税※などの活用の推進

に努めるとともに、遊休資産の活用を検討するなど、市が保有している資産の有効活用を推進しま

す。 

 

Ⅱ 効率的・効果的な行政体制の整備 

ⅰ 持続可能な行政運営の確立 

 市の方向性を定めた総合計画について、ＰＤＣＡサイクルによる見直しを行うとともに、ビルド・

アンド・スクラップ※の考えのもと事業の取捨選択を行い、業務プロセスの改善や業務のアウトソー

シング化、ＥＢＰＭ※の推進やＡＩ※やＲＰＡ※などの導入検討に取り組みます。 

また、働き方・業務改革を推進し、職員の就労満足度の上昇が労働意欲を向上させ、市民サービス

の充実に繋がる“笑顔の好循環”を創出します。 

 

ⅱ 市民サービス向上のための施策の推進 

 市民サービスの向上を目指し、窓口のワンストップ化を実現する総合窓口の設置に向け取り組みま

す。 

 また、ICT 技術の活用による電子申請や支払いのキャッシュレス化等の市民サービス向上に向けた

取組を推進します。 

  

 

 

 

 

 

７ 



Ⅲ 市民の参画と協働によるまちづくり 

ⅰ 透明性の高い行財政運営の推進 

透明性の高い行財政運営の実現のため、わかりやすい情報提供・情報発信を行うとともに、行政の

透明性・公平性を確保するために積極的な情報公開に努めます。 

 

ⅱ 市民との協働による市政の推進 

厳しい行財政状況の中、高度化・多様化する行政需要に対応するため、行政と市民、民間企業、Ｎ

ＰＯなどが適切に役割を分担するとともに、これら多様な主体との連携により最適な市民サービスの

提供に努めます。 
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４ 推進体制 

(１)実施計画の策定 

行財政改革を着実に推進するための実施計画を策定し、計画的に改革に取り組みます。 

 

(２)推進方法 

本大綱の推進を確実なものにするために、実施計画に基づいて進捗状況や課題等の管理を行うととも

に、外部の有識者等からの意見も取り入れ、客観性と透明性を持ちつつ改革を実現します。また、進行

管理の結果については、市民に対してわかりやすく情報の発信を行います。 
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(参考資料)用語説明 

ページ 用語 説明 

P2 財政調整基金 地方公共団体における年度間の財源の不均衡を調整する

ための基金。自治体における貯金のような役割を果た

す。 

P3 ワーク・ライフ・バランス 「仕事」と育児や介護、趣味や学習、休養、地域活動と

いった「仕事以外の生活」との調和をとり、その両方を

充実させる働き方・生き方 

P4 実質赤字比率 地方公共団体の一般会計等を対象とした実質赤字額の標

準財政規模に対する比率。福祉、教育、まちづくり等を

行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化

し、財政運営の悪化の度合いを示す指標。 

P4 連結実質赤字比率 公営企業会計を含む地方公共団体の全会計を対象とした

実質赤字額および資金の不足額の標準財政規模に対する

比率。全ての会計の赤字と黒字を合算して、地方公共団

体全体としての赤字の程度を指標化し、地方公共団体全

体としての財政運営の悪化の度合いを示す指標。 

P4 実質公債費比率 地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金および

準元利償還金の標準財政規模を基本とした額 1に対する比

率。借入金(地方債)の返済額およびこれに準じる額の大

きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標。 

1：標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額

算入額を控除した額。 

P4 将来負担比率 地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るもの

も含め、地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実

質的な負債の標準財政規模を基本とした額 2に対する比

率。地方公共団体の一般会計等の借入金(地方債)や将来

支払っていく可能性のある負担等の現時点での残高を指

標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指

標。 

2：標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額

算入額を控除した額 

P4 早期健全化基準 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将

来負担比率について定められている基準で、いずれかが

この基準以上である場合には、健全化判断比率を公表し

た年度の末日までに、「財政健全化計画」を定めなけれ

ばならない。 
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P4 財政再生基準 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率につ

いて定められている基準で、いずれかが財政再生基準以

上である場合には、再生判断比率を公表した年度の末日

までに、「財政再生計画」を定めなければならず、財政

再生計画に総務大臣の同意を得ている場合でなければ、

災害復旧事業等を除き、地方債の起債ができなくなる。 

P5 PDCA サイクル Plan(企画立案)・Do(実施)・Check(評価)・Action(改善)

を繰り返すことにより事業の改善を図る手法 

P7 ネーミングライツ 市の所有する施設などに会社名やブランド名を付与する

権利 

P7 ふるさと納税 都道府県、市区町村への「寄附」に関する制度で、寄附

をした場合、寄附金額の一部が所得税および住民税から

控除される。 

P7 ビルド・アンド・スクラップ 事業を部門横断的に優先順位づけ、優先度の高いものか

ら予算化、優先化(全体最適を指向)し、優先度の低い事

業は見直しを行うこと。 

P7 EBPM Evidence-based Policy Making (証拠に基づく政策立案)の

略称で、政策の企画を局所的な事例や体験に基づき行う

のではなく、政策目的を明確化したうえで合理的根拠(エ

ビデンス)に基づき政策を形成すること。 

P7 AI Artificial Intelligence の略称で、人工知能を意味し、これ

まで職員が行ってきた非定型的な知的業務や複雑な業務

においても将来的な代替が期待されている。 

P7 RPA Robotics Process Automation(ロボットによる業務自動化)

の略称で、定型的なパソコン操作をソフトウエアのロボ

ットにより自動化するもの 
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